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松戸市訪問型生活支援サービスに係るサービス内容、サービス事業支給費の額

等及び指定事業者の指定基準を定める要綱 
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附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、松戸市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（以下

「実施要綱」という。）の規定に基づき、訪問型生活支援サービスに係るサー

ビス内容、サービス事業支給費の額等及び指定事業者の指定基準について定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語は、この要綱において定めるもののほか、介護

保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）、介護保険法施行規

則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）、介護予防・日常

生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生

労働省告示第１９６号）及び実施要綱の例による。 

   第２章 サービス内容 

 （実施要綱第４条（１）ア（イ）の市長が定める者） 

第３条 実施要綱第４条（１）ア（イ）の市長が定める者は、訪問型生活支援

サービス実施者（訪問介護員等（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）第５条第１項に規定す

る訪問介護員等をいう。以下同じ。）又は訪問型生活支援サービス研修修了者
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をいう。以下同じ。）とする。 

２ 前項の訪問型生活支援サービス研修修了者は、訪問型生活支援サービス基

本研修及び訪問型生活支援サービスの事業を行う指定事業者（以下「訪問型

生活支援サービス事業者」という。）が行う実務研修のいずれの研修も修了し

た者とする。 

３ 前項の訪問型生活支援サービス基本研修は次に掲げる全ての要件を満たす

研修とする。 

 ⑴ 実施主体は市又は訪問型生活支援サービス事業者であること。 

 ⑵ 研修形式は講義形式とすること。 

 ⑶ 研修科目は高齢社会についての現状認識、介護保険制度の理念及び仕組

み並びに訪問型生活支援サービスの理念及び仕組みを含むものとすること。 

 ⑷ 研修の講師は、市職員とすること。 

 ⑸ 高齢者就業の推進等の観点に立って、研修参加者を積極的に募集するこ

と。 

４ 市は第２項に規定する訪問型生活支援サービス研修修了者（以下「訪問型 

生活支援サービス研修修了者」という。）に対して、訪問型生活支援サービス

研修修了者である旨の修了書を交付する。 

５ 実務研修は衛生管理、秘密保持及び事故発生時の対応等、訪問型生活支援

サービス実施者に第４章第５節の規定を遵守させるための内容も含めるもの

とする。 

第３章 サービス事業支給費の額等 

（サービス事業に要する費用の単位数及び１単位の単価） 

第４条 実施要綱別表の訪問型生活支援サービスに係る市長が定める単位数は、

別表第１のとおりとする。 

２ 実施要綱別表の訪問型生活支援サービスに係る市長が定める１単位の単価

は、１０円とする。 

（サービス事業支給費の額） 

第５条 訪問型生活支援サービスに係るサービス事業支給費の額は、実施要綱

第６条の規定により算定された訪問型生活支援サービスに係るサービス事業

に要する費用の額に、当該費用の額のうち基本となる支給費分の１００分の

１０（利用者が、一定以上所得者（第一号被保険者であって法第５９条の２

に規定する政令で定めるところにより算定した所得の額が同条に規定する政

令で定める額以上である居宅要支援被保険者等をいう。以下同じ。）である場

合にあっては、１００分の２０又は１００分の３０）に相当する額が利用者

負担となるよう設定した割合を乗じて得た額とし、具体的には、別表第２の

利用者及び訪問型生活支援サービス費の区分ごとに、別表第２に定める支給
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費の額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施要綱第６条の規定により算定された訪問型

生活支援サービスに係るサービス事業に要する費用の額が、現に当該訪問型

生活支援サービスに要した費用の額を超えるときにおいては、訪問型生活支

援サービスに係るサービス事業支給費の額は、当該現に訪問型生活支援サー

ビスに要した費用の額の１００分の９０（利用者が一定以上所得者である場

合にあっては、１００分の８０又は１００分の７０）に相当する額とする。 

第４章 指定事業者の指定基準 

 第１節 事業の一般原則 

（事業の一般原則） 

第６条 訪問型生活支援サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、

常に利用者の立場に立ったサービスの実施に努めなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスに係る事業を

運営するに当たっては、地域との結びつきを重視し、本市、他の総合事業実

施事業者（総合事業を実施する事業者をいう。以下同じ。）又は介護予防サー

ビス事業者(介護予防サービス事業を行う者をいう。以下同じ。)その他の保

健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければなら

ない。 

第２節 基本方針 

（基本方針） 

第７条 訪問型生活支援サービスの事業は、その利用者が可能な限りその居宅

において、要支援状態等の維持若しくは改善を図り、又は要介護状態となる

ことを予防し、自立した日常生活を営むことができるよう、生活全般にわた

る支援を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用

者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービスについては、高齢者就業の積極的な推進を図りつ

つサービスの実施を図ることにより、高齢者の社会参加及び心身機能の維持

向上を目指すものでなければならない。 

第３節 人員に関する基準 

（サービス実施者等の員数） 

第８条 訪問型生活支援サービス事業者は、当該事業を行う事業所（以下「訪

問型生活支援サービス事業所」という。）ごとに、事業を行ううえで必要な

数の訪問型生活支援サービス実施者を置き、当該訪問型生活支援サービス事

業所における訪問型生活支援サービス実施者として名簿に登録しなければな

らない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービス事業所ごとに、
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サービス実施責任者を置かなければならない。 

３ 前項のサービス実施責任者は、以下のいずれかの者でなければならない。 

 ⑴ 訪問介護員等 

 ⑵ 訪問型生活支援サービス研修修了者であって、市長が認める者 

４ 前項第１号の訪問介護員等は、研修の開催状況を踏まえ、訪問型生活支援

サービス基本研修を受講しなければならない。 

（管理者） 

第９条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービス事業所ご

とに、管理者を置かなければならない。 

２ 前項の管理者は、研修の開催状況を踏まえ、訪問型生活支援サービス基本

研修を受講しなければならない。 

第４節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第１０条 訪問型生活支援サービス事業所には、事業の運営を行うために必要

な広さを有する区画を設けるほか、訪問型生活支援サービスの実施に必要な

設備及び備品等を備えなければならない。 

第５節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第１１条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスの提供

の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第２２条に規

定する重要事項に関する規程の概要、訪問型生活支援サービス実施者の勤務

の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の

同意を得なければならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第１２条 訪問型生活支援サービス事業者は、当該訪問型生活支援サービス事

業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な訪問

型生活支援サービスを提供することが困難であると認めた場合は、当該利用

申込者に係る地域包括支援センター等への連絡、適当な他の訪問型生活支援

サービス事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならな

い。 

（心身の状況等の把握） 

第１３条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスの提供

に当たっては、利用者に係る介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを

行う地域包括支援センターその他保健医療サービス又は福祉サービスを提供

する者との密接な連携、当該地域包括支援センターが開催するサービス担当
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者会議（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３７号）第３０条第９号に規定するサービス担当者会議をいう。

以下同じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の

保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければなら

ない。 

（地域包括支援センター等との連携） 

第１４条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスの提供

に当たっては、介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを行う地域包括

支援センターその他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスの提供の終了

に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該

利用者に係る介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを行う地域包括支

援センターに対する情報の提供に努めなければならない。 

（介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランに沿ったサービスの実施） 

第１５条 訪問型生活支援サービス事業者は、介護予防サービス計画（省令第

８３条の９第１号ニに規定する計画を含む。以下同じ。）又は介護予防ケア

プラン（介護予防ケアマネジメントに基づくケアプランをいう。以下同じ。）

が作成されている場合は、当該介護予防サービス計画又は介護予防ケアプラ

ンに沿った訪問型生活支援サービスを提供しなければならない。 

（サービス提供の記録） 

第１６条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスを提供

した際には、当該訪問型生活支援サービスの実施日及び内容、当該訪問型生

活支援サービスについて法第１１５条の４５の３第３項の規定により利用者

に代わって支払を受けるサービス事業支給費の額その他必要な事項を、利用

者の介護予防サービス計画若しくは介護予防ケアプラン又はこれに準ずる書

面に記載しなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスを提供した際

には、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者から

の申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を

利用者に対して提供しなければならない。 

（利用料の受領） 

第１７条 訪問型生活支援サービス事業者は、法定代理受領サービス（法第１

１５条の４５の３第３項の規定によりサービス事業費が利用者に代わり当該

訪問型生活支援サービス事業者に支払われる場合の当該サービス事業費係る
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訪問型生活支援サービスをいう。以下同じ。）に該当する訪問型生活支援サ

ービスを提供した際には、その利用者から利用料（サービス事業支給費の支

給の対象となる費用に係る対価をいう。以下同じ。）の一部として、当該訪

問型生活支援サービスに係るサービス事業費用額（実施要綱第６条の規定に

より算定されたサービス事業に要する費用（その額が現に当該サービスに要

した費用の額を超えるときは、当該現にサービスに要した費用の額とする。）

をいう。以下同じ。）から当該訪問型生活支援サービス事業者に支払われる

サービス事業支給費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、法定代理受領サービスに該当しない訪

問型生活支援サービスを提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の

額と、訪問型生活支援サービスに係るサービス事業費用額との間に、不合理

な差額が生じないようにしなければならない。 

 （領収証の交付） 

第１８条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスの提供

に関して、利用者から利用料の支払を受ける際、当該支払をした利用者に対

し、領収証を交付しなければならない。 

（同居家族に対するサービス提供の禁止） 

第１９条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービス実施者

に、その同居の家族である利用者に対する訪問型生活支援サービスの提供を

させてはならない。 

（緊急時等の対応） 

第２０条 訪問型生活支援サービス実施者は、現に訪問型生活支援サービスの

提供をしているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、

速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（管理者及びサービス実施責任者の責務） 

第２１条 訪問型生活支援サービス事業所の管理者は、当該訪問型生活支援サ

ービス事業所の従事者及び業務の管理を一元的に行わなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業所の管理者は、当該訪問型生活支援サービス

事業所の従事者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うもの

とする。 

３ サービス実施責任者（第８条第２項に規定するサービス実施責任者をいう。

以下同じ。）は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

⑴  訪問型生活支援サービスの利用の申込みに係る調整をすること。 

⑵  利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。 

⑶  サービス担当者会議への出席等地域包括支援センター等との連携に関

すること。 
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⑷  訪問型生活支援サービス実施者（サービス実施責任者を除く。以下この

条において同じ。）に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示すると

ともに、利用者の状況についての情報を伝達すること。 

⑸  訪問型生活支援サービス実施者の業務の実施状況を把握すること。 

⑹  訪問型生活支援サービス実施者の能力や希望を踏まえた業務管理を実

施すること。 

⑺  訪問型生活支援サービス実施者に対する研修、技術指導等を実施するこ

と。 

⑻  その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。 

（運営規程） 

第２２条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービス事業所

ごとに、次の各号に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定

めておかなければならない。 

⑴  事業の目的及び運営の方針 

⑵  従事者の職種、員数及び職務の内容 

⑶  営業日及び営業時間 

⑷  訪問型生活支援サービスの内容及び利用料の額 

⑸  通常の事業の実施地域 

⑹  緊急時等における対応方法 

⑺  虐待の防止のための措置に関する事項 

⑻  その他運営に関する重要事項 

（業務継続計画の策定等） 

第２２条の２ 訪問型生活支援サービス事業者は、感染症や非常災害の発生時

において、利用者に対する短期集中予防サービスの提供を継続的に実施する

ための、及び非常時の体制で早期業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるよ

う努めなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、従業者に対し、業務継続計画について

周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 訪問型生活支援サービス事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

（就業環境等） 

第２２条の３ 訪問型生活支援サービス事業者は、適切な訪問型生活支援サー

ビスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越

的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの

により従業員等の就業規則が害されることを防止するための方針の明確化等
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の必要な措置を講じなければならない。 

（衛生管理等） 

第２３条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービス実施者

の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービス事業所の設備

及び備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。 

（秘密保持等） 

第２４条 訪問型生活支援サービス事業所の従事者は、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、当該訪問型生活支援サービス事業所の

従事者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 訪問型生活支援サービス事業者は、サービス担当者会議等において、利用

者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用

いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければなら

ない。 

（苦情処理） 

第２５条 訪問型生活支援サービス事業者は、実施した訪問型生活支援サービ

スに係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、

苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当

該苦情の内容等を記録しなければならない。 

３ 訪問型生活支援サービス事業者は、提供した訪問型生活支援サービスに係

る利用者からの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導

又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を

行わなければならない。 

４ 訪問型生活支援サービス事業者は、市からの求めがあった場合には、前項

の改善の内容を市に報告しなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第２６条 訪問型生活支援サービス事業者は、利用者に対する訪問型生活支援

サービスの提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該

利用者に係る介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントを行う地域包括支

援センター等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採

った処置について記録しなければならない。 
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３ 訪問型生活支援サービス事業者は、利用者に対する訪問型生活支援サービ

スの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わ

なければならない。 

４ 訪問型生活支援サービス事業者は、業務時間内における利用者の事故等に

配慮し、損害賠償保険に加入しなければならない。 

（虐待の防止） 

第２６条の２ 訪問型生活支援サービス事業者は、虐待の発生又はその再発を

防止するため、次の各号に定める措置を必要な措置を講じるよう努めなけれ

ばならない。 

⑴ 訪問型生活支援サービス事業所における虐待の防止のための対策を検討

する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

を定期的に開催するとともに、その結果について、従業員等に周知徹底

を図ること。 

⑵ 訪問型生活支援サービス事業所における虐待の防止のための指針を整備

すること。 

⑶ 訪問型生活支援サービス事業所において、従業員等に対し、虐待の防止

のための研修を定期的に実施すること。 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（会計の区分） 

第２７条 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービス事業所

ごとに経理を区分するとともに、訪問型生活支援サービスの事業の会計とそ

の他の事業の会計とを区分しなければならない。 

（記録の整備） 

第２８条 訪問型生活支援サービス事業者は、従事者、設備、備品及び会計に

関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、利用者に対する訪問型生活支援サービ

スの提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間

保存しなければならない。 

⑴  第３１条（２）に規程する個別サービス計画 

⑵  第１６条第２項に規定する実施した具体的なサービスの内容等の記録 

⑶   第２５条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑷   第２６条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついての記録 

（事業の廃止又は休止の届出及び便宜の供与） 

第２９条 訪問型生活支援サービス事業者は、当該訪問型生活支援サービスの

事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の日の１か
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月前までに、次に掲げる事項を市長へ届け出なければならない。 

 ⑴ 廃止し、又は休止しようとする年月日 

⑵ 廃止し、又は休止しようとする理由 

⑶ 現に訪問型生活支援サービスを受けている者に対する措置 

⑷ 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、前項の規定による事業の廃止又は休止

の届出をしたときは、当該届出の日の前１か月以内に当該訪問型生活支援サ

ービスを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後において

も引き続き当該訪問型生活支援サービスに相当するサービスの提供を希望す

る者に対し、必要なサービスが継続的に実施されるよう、地域包括支援セン

ター、サービス事業を実施する者その他関係者との連絡調整その他の便宜の

提供を行わなければならない。 

第６節 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（訪問型生活支援サービスの基本取扱方針） 

第３０条 訪問型生活支援サービスは、利用者の介護予防に資するよう、その

目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

２ 訪問型生活支援サービス事業者は、自らその提供する訪問型生活支援サー

ビスの質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

３ 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスの提供に当た

り、利用者ができる限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むこ

とができるよう支援することを目的とするものであることを常に意識してサ

ービスの提供に当たらなければならない。 

４ 訪問型生活支援サービス事業者は、利用者がその有する能力を最大限活用

することができるような方法によるサービスの提供に努めなければならない。 

５ 訪問型生活支援サービス事業者は、訪問型生活支援サービスの提供に当た

り、利用者とのコミュニケーションを十分に図ることその他の様々な方法に

より、利用者が主体的に事業に参加するよう適切な働きかけに努めなければ

ならない。 

６ 訪問型生活支援サービス事業者は、高齢者就業の積極的な推進を図りつつ、

訪問型生活支援サービスの提供を図ることにより高齢者の社会参加及び心身

機能の維持向上に努めなければならない 

（訪問型生活支援サービスの具体的取扱方針） 

第３１条 訪問型生活支援サービス実施者の行う訪問型生活支援サービスの方

針は、第７条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、

次の各号に掲げるところによる。 

⑴  訪問型生活支援サービスの提供に当たっては、サービス担当者会議を通
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じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境

等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うこと。 

⑵  サービス実施責任者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及

び希望を踏まえて、訪問型生活支援サービスの目標、当該目標を達成する

ための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した

個別サービス計画を作成すること。 

⑶  個別サービス計画は、既に介護予防サービス計画又は介護予防ケアプラ

ンが作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成しなければなら

ないこと。 

⑷  サービス実施責任者は、個別サービス計画の作成に当たっては、その内

容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なけれ

ばならないこと。 

⑸  サービス実施責任者は、個別サービス計画を作成した際には、当該個別

サービス計画を利用者に交付しなければならないこと。 

⑹  訪問型生活支援サービスの実施に当たっては、個別サービス計画に基づ

き、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行うこと。 

⑺  訪問型生活支援サービスの実施に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又はその家族に対し、サービスの実施方法等について、理解

しやすいように説明を行うこと。 

⑻   サービス実施責任者は、個別サービス計画に基づくサービスの提供の開

始時から、少なくとも１か月に１回は、当該個別サービス計画に係る利用

者の状態、当該利用者に対するサービスの実施状況等について、当該サー

ビスの実施に係る介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランを作成

した地域包括支援センターに報告するとともに、当該個別サービス計画に

記載したサービスの実施を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、

当該個別サービス計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリ

ング」という。）を行うこと。 

⑼   サービス実施責任者は、モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該

サービスの提供に係る介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランを

作成した地域包括支援センターに報告しなければならないこと。 

⑽  サービス実施責任者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて個

別サービス計画の変更を行うこと。この場合においては、前各号の規定を

準用する。 

第４章 雑則 

 （委任） 

第３２条 この要綱に定めるもののほか、訪問型生活支援サービスに係るサー
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ビス内容、サービス事業支給費の額等及び指定事業者の指定基準に関し必要

な事項については、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表第１（第４条関係） 

 

訪問型生活支援サービスに係るサービス事業支給費単位数表 

 

⑴ 訪問型生活支援サービス費（Ⅰ） 

 ア 所要時間３０分未満の場合       １０５単位 

 イ 所要時間３０分以上１時間未満の場合  ２１５ 単位 

 ウ 所要時間１時間以上１時間半未満の場合 ３２１ 単位 

エ 所要時間１時間半以上２時間未満の場合 ４２８ 単位 

オ 所要時間２時間以上２時間半未満の場合 ５３７ 単位 

カ 所要時間２時間半以上３時間未満の場合 ６４３ 単位 

キ 所要時間３時間以上３時間半未満の場合 ７５０ 単位 

ク 所要時間３時間半以上４時間未満の場合 ８５８ 単位 

  

⑵ 訪問型生活支援サービス費（Ⅱ） 

ア 所要時間３０分未満の場合       １００単位 

 イ 所要時間３０分以上１時間未満の場合  ２０５ 単位 

 ウ 所要時間１時間以上１時間半未満の場合 ３０６ 単位 

エ 所要時間１時間半以上２時間未満の場合 ４０８ 単位 

オ 所要時間２時間以上２時間半未満の場合 ５１２ 単位 

カ 所要時間２時間半以上３時間未満の場合 ６１３ 単位 

キ 所要時間３時間以上３時間半未満の場合 ７１５ 単位 

ク 所要時間３時間半以上４時間未満の場合 ８１７ 単位 

 

  注１ ⑴については、補助により行う訪問型困りごとサービスも実施し、

かつ、訪問型生活支援サービスの事業と訪問型困りごとサービスの事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている訪問型生活支援

サービス事業所において訪問型生活支援サービスを行った場合に、１

回につき所定単位数を算定する。 

  注２ ⑵については、注１に該当しない訪問型生活支援サービス事業所に

おいて訪問型生活支援サービスを行った場合に、１回につき所定単位

数を算定する。 

  注３ 訪問型生活支援サービスは自立した日常生活を営むことができるよ

うにするためのサービスであることから、１回に係る長時間の利用は

可能な限り避け、１回につき 1 時間未満の利用を目安とし、基本的に
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は２時間未満を最長時間とすること。 

別表第２（第５条関係） 

利用者の区分 訪問型生活支援サービス費の区分 支給費（１回につき） 

一定以上所得

者以外の居宅

要支援被保険

者等（1 割負

担） 

別表第１の⑴ア ９５０円 

別表第１の⑴イ １，９４５円  

別表第１の⑴ウ～ク 別表第２－１参照 

別表第１の⑵ア ９００円 

別表第１の⑵イ １，８４５円  

別表第１の⑵ウ～ク 別表第２－１参照 

一定以上所得

者（2割負担） 

別表第１の⑴ア ８５０円 

別表第１の⑴イ １，７４０円  

別表第１の⑴ウ～ク 別表第２－１参照 

別表第１の⑵ア ８００円 

別表第１の⑵イ １，６４０円 

別表第１の⑵ウ～ク 別表第２－１参照 

一定以上所得

者（3割負担） 

別表第１の⑴ア ７５０円 

別表第１の⑴イ １，５３５円  
別表第１の⑴ウ～ク 別表第２－１参照 

別表第１の⑵ア ７００円 

別表第１の⑵イ １，４３５円  
別表第１の⑵ウ～ク 別表第２－１参照 

 

別表第２－１ 

利用者の区分 訪問型生活支援サービス費の区分 支給費（１回につき） 

一定以上所得

者以外の居宅

要支援被保険

者等（1 割負

担） 

別表第１の⑴ウ ２，９０４円  

別表第１の⑴エ ３，８７２円  

別表第１の⑴オ ４，８５８円  

別表第１の⑴カ ５，８１７円  

別表第１の⑴キ ６，７８５円  

別表第１の⑴ク ７，７６３円  

別表第１の⑵ウ ２，７５４円  

別表第１の⑵エ ３，６７２円  

別表第１の⑵オ ４，６０８円  

別表第１の⑵カ ５，５１７円  

別表第１の⑵キ ６，４３５円  
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別表第１の⑵ク ７，３５３円  

一定以上所得

者（2割負担） 

別表第１の⑴ウ ２，５９８円  
別表第１の⑴エ ３，４６４円  
別表第１の⑴オ ４，３４６円  
別表第１の⑴カ ５，２０４円  

別表第１の⑴キ ６，０７０円  

別表第１の⑴ク ６，９４６円  

別表第１の⑵ウ ２，４４８円  

別表第１の⑵エ ３，２６４円  

別表第１の⑵オ ４，０９６円  

別表第１の⑵カ ４，９０４円  

別表第１の⑵キ ５，７２０円  

別表第１の⑵ク ６，５３６円  

一定以上所得

者（3割負担） 

別表第１の⑴ウ ２，２９２円  

別表第１の⑴エ ３，０５６円  

別表第１の⑴オ ３，８３４円  

別表第１の⑴カ ４，５９１円  

別表第１の⑴キ ５，３５５円  

別表第１の⑴ク ６，１２９円  

別表第１の⑵ウ ２，１４２円  

別表第１の⑵エ ２，８５６円  

別表第１の⑵オ ３，５８４円  

別表第１の⑵カ ４，２９１円  

別表第１の⑵キ ５，００５円  

別表第１の⑵ク ５，７１９円  

 


